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本準備書面の目的  

 原告は、舘野淳作成の意見書（甲Ｂ２０４号証）、意見書訂正書（甲

Ｂ２０４証の２、甲Ｂ２７６号証）及び意見書で引用した資料を証拠

提出した。そして、舘野淳証人につき、２０１５（平成２７）年１月

２０日と同年３月２４日に尋問が実施された。  

 原告らは、本準備書面で、舘野淳証言で明らかになった事実のうち

で特に重要だと考える事実を摘示して、原子力発電所の安全確保にか

かわる被告らの責任原因に関する主張を補充する。  

 なお、以下では、甲Ｂ２０４号証の意見書が、甲Ｂ２０４号証の２

及び２７６号証の意見書訂正書のとおり訂正されているものとしたう

えで、単に「意見書」として表記する。１月２０日付けで実施された

証人尋問調書を「第１尋問調書」、３月２４日付けで実施された証人尋

問調書を「第２尋問調書」と表記する。  

  なお、舘野証人は、第２尋問調書の証言の表現の訂正箇所を陳述書

として整理し作成している（甲Ｂ２７９号証）。  

 

第１ 本件過酷事故は、軽水炉型原子炉の本質的危険性が現実化したもの

であること  

１ ３つの原子炉が破壊された最悪の事故  

（１）福島第一原子力発電所事故の深刻さ  

かつて人類は、２つの原発過酷事故を経験してきた。１つはスリー

マイル島原発事故であり、もう１つはチェルノブイリ原発事故である。

２つの過酷事故とも破壊された原子炉は１つであった。  

これに対し、福島第一原子力発電所の過酷事故（以下「本件過酷事

故」という。）は１号機ないし３号機の３つの原子炉の炉心が溶融した  

（第１尋問調書３７、３８項）。  
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舘野証人は、意見書３４～３６頁において、本件過酷事故によって

環境に放出された放射能量を示している。本件過酷事故により一時的

に放出された放射性物質は、炉心全体が爆発したチェルノブイリ原発

事故のそれよりも１０分の１ないし５分の１程度であるが、本件過酷

事故ではその後も高濃度汚染水を通じて放射性物質が環境に流出し続

けている深刻な被害をもたらしていることを指摘している。  

（２）本件過酷事故における放射性物質の環境への放出  

 舘野証人は、１号機及び３号機で炉心溶融を起こしたうえでベント

が行われたときなどに放射性物質が放出され、さらに原子炉建屋が水

素爆発により破壊されたときに放射性物質が放出されたこと、２号機

は格納容器の圧力抑制室付近の爆発により放射性物資が環境に放出さ

れた、と指摘する（意見書３４頁）。  

 

２ 軽水炉型原子炉の最大の技術的弱点である熱の除去  

（１）軽水炉型原子炉の熱の除去の綱渡り的危うさ  

原告らは、準備書面（６）の８～９頁で、軽水炉型原子炉のもつ高

いリスクについて主張した。  

   舘野証人は、このリスクについて、大要以下のように説明をする。

すなわち、原子力発電所は非常に大型の発電機関であり、普通の火力

発電所であれば２０～３０万キロワットの電力の発電をするが、原子

力発電所の場合は、通常で１００万キロワットの電力の発電をするこ

と、そのため、炉心では極めて大きなエネルギーが発生し、この熱量

がわずか高さ４メートル、直径４メートルの小さな円筒形の容器の炉

心から発生しており、極めて高出力密度であること、炉心からの熱量

は常に冷却をしなければ炉心の温度を急上昇させるものであること、

運転停止後の炉心内であっても崩壊熱が発生し続けており、これを冷
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却しなければ炉心の温度は上昇し、最終的には炉心融解に至ること等

を指摘する（意見書６頁、１１頁、第１尋問調書４～５頁、９～１０

頁）。  

（２）緊急事態時に熱の除去に失敗すると発生する重大事態  

   舘野証人は、次の２つの事態が発生することとなるし、現に本件過

酷事故ではそれが現実化したことを指摘する。  

①  メルトダウン・メルトスルーについて  

   スクラム後に軽水炉の炉心の冷却に失敗すると、炉心の温度は上昇

し、発生した崩壊熱が行き場を失って溢れかえることになる。そして、

炉心の燃料ペレットの被覆管の温度が１２００℃付近まで上昇すると、

被覆管の素材であるジルコニウムと水の化学反応が始まり水素が発生

する。この化学反応は発熱反応であり、さらに加速度的に炉心の温度

は上昇していく。炉心の崩壊熱と、化学反応熱により炉心温度が更に

上昇し、１８５０℃に至るとジルコニウムの融点を超えてしまい、炉

心の燃料棒の被覆管が溶解してしまう。さらに温度が上昇し、２８５

０℃を超えると、炉心の燃料棒である二酸化ウランの融点を超え、炉

心は溶融し、圧力容器の底に溜まることになる。この高温の炉心の溶

融物は圧力容器の鉄の部分を溶かして格納容器の底に落ちていくこと

になる（意見書６頁、第１尋問調書４５項）。  

②  水素爆発について  

ジルコニウムと水の化学反応により発生した水素は、融解した炉心

によってあけられた圧力容器の下の穴や蓋の部分から漏れ出して格納

容器内に溜まっていく。これと共に放射性物質も格納容器内に漏れ出

すことになる。格納容器の耐圧限界は５気圧くらいであるので、これ

を超えると格納容器も部分的に破壊され、原子炉建屋内に水素や放射

性物質が抜けていく。水素は非常に軽いため、原子炉建屋の天井付近
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にたまり爆ごう領域の濃度に達すると、些細な衝撃で爆発を起こす（意

見書６～７頁、第１尋問調書４６項）。  

（３）緊急停止時の崩壊熱の除去のために絶対必要な３要素  

ア 舘野証人は、「原子炉の中の崩壊熱を何としても取り除かなければ

ならないために、冷却水を循環させる必要があります。循環させるた

めには、ポンプを動かすための電気が必要で、普通は外部電源から取

ってくるわけですが、そういう電源が必要である・・・循環して熱を

取り出しましても、熱を捨てるところがなければどこかにたまってし

まいますので、普通は海に捨てるということで、こういうふうに熱の

捨て場を最終ヒートシンクといいますが、今申しました３要素が絶対

的に必要だということになります。」（第１尋問調書４７項、意見書１

５頁から１８頁）と指摘している。  

イ 軽水炉型原子炉の原子炉内の熱の除去は、水の循環によって行う。

舘野証人は、この冷却水の量について、「燃料棒間を２１８００トン／

時（１号機）、３３８００トン／時（２号機）という、大河川なみの流

量の冷却水を強制的に循環させ、燃料被覆管の表面が大量の冷却水と

接触することにより熱を取り出して利用して（言い換えると熱を除去

して）いる。」と説明する（意見書１２頁）。  

ウ この大量の水を強制的に循環させる動力はポンプである。このポン

プを動かすのは電気である。意見書１５頁で説明されているとおり、

福島第一原子力発電所では、原子炉緊急停止時の補助冷却系統として、

格納容器冷却系（１号機）、残留熱除去系（２～４号機）のポンプが、

Ｏ．Ｐ．＋４メートルの場所に設置されている。最終的な熱の逃がし

場所は海水中である。  

このポンプを動かす電気は、通常は外部電源により供給されるが、

外部電源を喪失した非常時用にディーゼル発電機が設置されている。



9 

 

水冷式の非常用ディーゼル発電機を冷却するための海水ポンプも必要

である。  

（４）全交流電源が失われた場合の緊急装置とその限界  

舘野証人は意見書１５～１７頁で、外部電源を喪失し、非常用ディ

ーゼル発電機も機能しなかったときの対策の装置として、電源不要の

崩壊熱除去装置として、１号機にＩＣ（非常用復水器）、２～３号機に

ＲＣＩＣ（隔離時冷却系）が設置されていたことに言及している。  

舘野証人は、尋問において、この緊急装置の機能について、「非常用

電源というのはディーゼル発電機ですので、時々スタートに失敗する

というふうなことがありまして、・・しばらく手間が掛かります。その

ためのつなぎ役というふうに通常位置づけられています」、「時間的に

も、これは吉田証言なんかに出てきますが、大体、長くもって８時間

くらいだろう・・・長時間ＩＣとかＲＣＩＣで冷却するということで

はなくて」とつなぎとしての限界を指摘する（第１尋問調書１４～１

５頁）。以上の指摘は意見書４１～４２頁においてもなされている。  

 

３ 非常用電源設備等の安全設備としての重要性  

舘野証人は、上記２の（４）の指摘のうえで、外部電源を喪失した

際の冷却系の安全装置の本命は、「非常用ディーゼル発電機を動かして

冷却するというのが本命」であると断言している（第１尋問調書１４

～１５頁）。  

   非常用電源設備は、非常用ディーゼル発電機と配電盤その他から成

る。舘野証人は、意見書２４～２５頁で、福島第一原子力発電所にお

ける非常用ディーゼル発電機及び配電盤の設置場所を指摘し、３１頁

で、浸水と非常用ディーゼル発電機本体及び配電盤の機能喪失の経過

を説明している。  
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第２ 未熟な技術の輸入と安全性の検証なしの原発推進  

１ 基礎研究を省いて未熟な技術を丸ごと導入  

（１）米国においても未熟な技術を性急に実用化  

ア 原告らは訴状請求の原因第５において、被告国が主導して原子力発

電所の技術を輸入し、国策として推進した歴史の概略を述べた。そこ

でも指摘したが、「１９５６年長期計画」は「原子炉に関する研究は、

日本原子力研究所を中心として行い、その研究施設は関係研究者に開

放することとし、原子炉の建設は当分の間同研究所に集中するものと

する。」としたうえで、「当分の間は、外国技術の導入を積極的に行う。」

との方針を出した。  

   １９５９（昭和３４）年に日本原子力研究所（以下「原研」と略称

することもある。）に入所した舘野証人は、意見書において、研究者と

しての体験も踏まえて、外国技術を丸ごと導入して、安全性の検証を

十分に行わないまま性急に実用化をしていった歴史について説明して

いる。  

 イ 舘野証人は、意見書８～９頁において、米国において、１９５４（昭

和２９）年に原子力潜水艦が就航したこと、この軍事技術を発電用に

利用することが計画され、１９５６（昭和３１）年に米国初の原子力

発電所が完成したこと、ゼネラル・エレクトロニックス社（以下単に

「ＧＥ社」という。）が１９５７（昭和３２）年にドレスデン１号炉を

建設したこと、すべて軽水炉型原子炉であったことを指摘している。

舘野証人は、米国において軽水炉型原子炉がコストダウンという経済

目的から急激にスケールアップ化されていった歴史を述べた上で、「軽

水炉の基本設計はこの時期（開発初期―引用者注）に決まってしまい、

後は格納容器の改良や、緊急炉心冷却装置（ＥＣＣＳ）の改良が行わ

れた程度である。『軍事化された科学』から生まれた軽水炉技術は、民
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間の技術開発では思いもよらない猛スピードでの効率化、大型化を成

し遂げた。しかしそれは経験と実績を積んで着実に進めた技術ではな

く、また社会との交流の中で実証された技術ではなかったために、大

きな危うさを秘めていた」と指摘している。  

米国でも開発されたばかりの軽水炉は、技術的に十分な実証を経た

ものではなかったのである。  

 ウ 舘野証人は、意見書４４頁で、このＧＥ社の軽水炉技術がターンキ

ー方式を保証するほど完成されたものでないことを研究者としての体

験に基づいて述べている。すなわち、米国のＧＥ社が、１９５９（昭

和３４）年にいわば「商品見本」として、動力試験炉（ＪＰＤＲ）を

原研に建設することが決まったこと、このＪＰＤＲは、建設途中に技

術的なトラブルが数多く発生したこと、この点について、研究所員が

これを批判したこと、この動力試験炉は１９６３（昭和３８）年１０

月２６日に発電に成功したが、その２日後に、ＧＥ社は「①誤操作が

多い、②労組がいつストをやるかわからない」などを理由に運転停止

を指示したこと、この誤作動の多くはＧＥ社側に原因があったこと、

を指摘する。  

   舘野証人は、原子力研究所の多くの研究員は、軽水炉には技術的問

題が非常にあることから安全性を重視して慎重に建設をすべきである

こと、実用化の推進よりも基礎研究の積み重ねが大事であることを主

張したこと、これに対し、批判的な発言をする科学者を差別、排除す

る人事政策等の攻撃が加えられ、推進派のみによる産官学癒着体制（世

に言う「原子力ムラ」）が形成されたこと、を指摘する（意見書４５頁、

第１尋問調書６～８頁）。  

（２）立地指針のみで設置許可された福島第一原子力発電所  

 ア 福島第一原子力発電所１号機ないし３号機  
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   １９６６（昭和４１）年１２月に設置許可された福島第一原子力発

電所１号機は、被告東京電力がＧＥ社とターン・キー方式で契約をし

て建設されたものである。ターン・キー方式とは、ＧＥ社が設計、建

設、試運転から営業運転開始まで全責任を持って実施し、完全な原子

力発電所を引き渡し、被告東京電力はできあがった原子力発電所のキ

ーを受け取り、ひねって動かすだけでよいというものである。  

   舘野証人が意見書２１～２２頁で指摘しているとおり、１号機、１

９６８（昭和４３）年に設置許可された２号機、１９７０（昭和４５）

年に設置許可された３号機は立地審査指針に基づく審査のみで設置が

許可された。  

   立地審査指針のみによる審査の実態について、舘野証人は、「立地審

査指針とは言っても、立地の自然環境や地震などには一切ふれておら

ず、仮想事故（技術的見地からは起こるとは考えられない事故）が発

生しても敷地周辺の住民がある線量をこえないことという制限を課す

だけのものであり、非居住区域の境界（実際には原発敷地境界）を決

めることにだけしか役立たなかった。したがってこれらの原発は、米

国の指針類を引き写しにした、ほとんどその内容が公開されない内規

類によって審査されたことになる。」（意見書２１～２２頁）と指摘す

る。舘野証人は、この「仮想事故」において放出されたヨウ素の量に

ついては、本件過酷事故で放出されたヨウ素の量の２０００分の１に

過ぎない（意見書２１頁、第１尋問調書６１項）と指摘する。  

 イ 設置許可申請書  

 舘野証人は、意見書２２～２４頁において、福島第一原子力発電所

１号機の設置許可申請書（乙Ｂ６０号証）と柏崎・刈羽原子力発電所

の設置許可申請書（甲Ｂ２１５号証）を比較して、「福島申請書が、デ

ィーゼル発電機を単なる停電時の代替電源のように扱っているのに対
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して、柏崎・刈羽申請書は外部電源喪失と冷却材喪失事故の同時発生

を想定し、多重性やある程度の長期間運転を意識し、建屋内に個別に

隔離して設置するなど、ＳＢＯの重要性を認識して、非常用電源の防

護を意識的に行っていることが判る。このように国は、福島第一原子

力発電所の安全審査において、非常用電源やこれに関連するポンプ類

及び崩壊熱除去系統の機能喪失防止確保についてはほとんど注意を払

うことなく、審査を通過させた。当時、電源喪失の重大性に関する知

見・認識がなかったとしても、少なくとも柏崎刈羽審査書を見れば、

その時点で福島の電源施設についての再検討がなされるべきであった

といえる。」と指摘している 

（３）津波に対する脆弱性  

１号機はターン・キー方式でＧＥ社が設計・建設をしたものであっ

たが、施設用地は被告東京電力が購入した。もともとこの用地は海抜

３５メートルの台地であった。被告東京電力はこの台地を海抜１０メ

ートルまで掘り下げた。そして、非常用ディーゼル発電機や配電盤を

タービン建屋の中に設置した。海水ポンプをＯ．Ｐ．（小名浜港工事基

準面）＋４メートルの敷地に剥き出しで設置した。２号機から４号機

も非常用電源設備及び最終ヒートシンクのポンプの設置については１

号機をコピーしたものであった。  

   舘野証人は、福島第一原子力発電所の非常用電源設備等及び海水ポ

ンプが津波に対しきわめて無防備な状態におかれたまま放置されてき

たことを厳しく指摘する（意見書４１～４３頁、第１尋問調書３４～

３７頁、４０～４２頁）。  
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２ 大量の原発建設と故障・事故多発  

（１）７０年代に多発した事故  

   原告らは、準備書面（１１）第１で、１９７０（昭和４５）年３月

以降、１０年間で、全国で２０基もの原子力発電所が運転を開始した

が、たちまちに未熟な技術であることが露呈し、事故・故障が相次ぎ、

稼働率は５０％～８０％程度に低迷する状態が続いた歴史を主張した。 

（２）舘野証人の指摘 

   舘野証人は、以下のとおり、１９７０（昭和４５）年代に事故・故

障が多発したことを指摘している。  

   「『大事故の発生は極めて小さい』『絶対安全』といういわゆる『安

全神話』の大宣伝にのって、１９７０年代、各地に大量の原発が建設

された。ところが、運転開始直後から、燃料破損、ＰＷＲの蒸気発生

器細管破損、配管などの各種部品の応力腐食割れ、再循環ポンプ破損

など事故・故障を起こした。その結果原発の稼働率（設備利用率）は

軒並み低下した。図１３は私が作成したものであるが、縦軸に建設さ

れてからの平均設備利用率、横軸に運転開始年をとってプロットした

ものである。この図から明らかなように、稼働率が低下するとともに、

しばしば汚染事故を引き起こし、労働者被ばくの原因となった。」（意

見書４６頁）  

 

３ 原子炉施設の事故と教訓化の問題  

舘野証人は、意見書４９頁で、「原子炉施設において事故があれば、

事業者と国は、それを共有し、学び、教訓化して、新しい知見として

集積し、同様の事故の防止あるいはその事故原因と共通性のある事故

の発生防止対策づくりに活かし、事故収束の決め手のないリスクをも

つ原子力発電所の安全性確保をすることがきわめて大事なことであ



15 

 

る。」と指摘する。そして、舘野証人は、わが国でも「初期の原発の事

故等に学びまして、いろいろ改良の研究が進められまして、技術的に

進歩があったということができると思います。」と述べるとともに、「原

発は、福島事故を見てもわかりますように事故を起こしてはならない

ものですから、そういう意味では一層、かつてあった事故とか故障の

教訓に学んで、事故の内容を公表し、そのデーターを共有して改良を

進めていくと、教訓に学ぶことが非常に重要」であることを強調する

（第１尋問調書６４、６５項）。 

 

第３ 福島第一原子力発電所の立地と設備の津波に対する脆弱性  

 １ 福島第一原子力発電所の敷地高  

（１）主要施設の敷地高さ  

福島第一原子力発電所の原子炉等の主要建屋の敷地高さは、大熊町

側の１～４号機でＯ.Ｐ.＋１メートル、双葉町側の５、６号機でＯ.

Ｐ.＋１３メートルであった。また、非常海水ポンプ及び非常用ディー

ゼル発電設備冷却系海水ポンプは、Ｏ．Ｐ．＋４メートルの海側エリ

アに設置されていた（原告準備書面（１０）８頁）。 

（２）舘野証人の指摘  

舘野証人は、福島第一原子力発電所の上記敷地高は、もともとあっ

た丘陵を約２０メートル掘り下げられたものであると指摘する（意見

書２１頁、第１尋問調書１１９項）。そして、舘野証人は、東京電力元

副社長の豊田正敏氏の発言を紹介し、当時のポンプの性能から、水を

高位置に汲み上げることができず、低位置に設置せざるを得なかった

ことを指摘する（第２尋問調書４７頁）。 

すなわち、福島第一原子力発電所の敷地は、人為的に津波に対して

余裕のない敷地高となっていたものである。 
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（３）丘陵を２０メートル掘り下げた理由  

ア 東電副社長豊田正敏氏の指摘  

   以下、舘野証人が証言の際に触れた、豊田氏の発言記録を引用する。 

豊田正敏氏は福島第一原子力発電所１号機について、ＧＥ社と契約

をした時の東京電力の副社長としてこの交渉にあたった人物である。

上記第２の１の（２）で述べたとおり、ＧＥ社との契約はターン・キ

ー契約であった。  

豊田氏は、敷地高を２０メートル掘り下げた理由について、以下の

とおり指摘している（甲Ｂ２８０号証１６６頁）。  

「タービン発電機には復水器があって、ポンプで大量の海水をくみ

上げて冷やしてやるわけです。だけど設計されていたポンプには、３

５メートルもの高さまで海水をくみ上げる能力はなかったんです。せ

いぜい１０メートル位が限界だった。ターン・キー契約は、向こうに

お任せしますってことですから、追加の要求をこちらから出したらね、

それこそひどく高い追加費用を要求されることになっちゃうんですよ。

向こうに任せるからやってくれるんで、こちらがこう変えろとか、こ

れを追加しろとかいうようなことを言ったらね、途端に高い値段にな

る。」「そりゃ、３５メートルの高さだったら津波の被害を受けなかっ

たかもしれないけれども、そんな所に発電所を造れたかということで

すよ。造れたかもしれないけど、非常に高いものにつくでしょうね。

経済的に安くすむということから、ＧＥを選んでターン・キーという

形で契約をむすんだわけだから、それを覆してしまったら、全く意味

がないということですよ。」  

 イ 石川迪夫氏の指摘 

元日本原子力研究所東海研究所副所長であった石川迪夫氏も、豊田

氏と同じ説明をしている。すなわち、「もともと、福島第一原子力発
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電所の敷地高さは海抜約３５メートルの高台でした。この高台を海抜

約１０メートルの高さまでに、わざわざ掘り下げて整地したのが、今

の指摘です。海岸沿いに並べられた海水ポンプの設置レベルはもっと

低く、海抜約４メートルです。なぜそのように低く設置したのか。そ

の主な理由は、当時の機械製品が今日のように、性能が良く信頼度の

高いものではなかったことによります。（中略）特に、発電所のター

ビンやポンプなどの大型回転機械はほとんどが特注品で、タービンの

羽根などは１つ１つが手作りといった時代でした。従って、できあが

った機械類の性能にはばらつきがあり、特にポンプは、弱点といわれ

る水の吸い込み部分に無理がかからないよう、低い位置に設置するの

が機械工学の常識だったのです。」（甲Ｂ２９３号証２７２頁）  

（４）福島第一原子力発電所は津波に対して脆弱な敷地高となっていたこ

と 

以上のとおり、福島第一原子力発電所は、設置当時の技術的理由及

び経済的動機から、もともとあった丘陵を約２０メートル掘り下げて

敷地が整地された。原告らは、当時の事情を踏まえ、そのことに一定

の合理性があることを否定するものではないが、敷地を掘り下げた分、

津波による浸水に対して弱さをもつ立地となったことは明らかであ

る。 

 

２ 非常用電源設備等が津波の浸水に対して無防備な場所に設置され

ていたこと  

（１）非常電源設備及び附属設備の設置位置  

上記第１の３で指摘したとおり、原子炉の緊急停止（スクラム）時

に、万が一外部電源を喪失したときの冷却系の安全装置の本命は非常

用ディーゼル発電機と配電盤等の非常用電源設備及びその附属設備で
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ある。 

原告準備書面（１０）１７頁以下、準備書面（１６）３４頁以下で

主張したとおり、福島第一原子力発電所においては、非常用ディーゼ

ル発電機本体については、１号機、３号機及び５号機の各Ａ系・Ｂ系

は、いずれも各号機タービン建屋地下１階に設置されており、同フロ

アへの津波による浸水に対して、同時に機能喪失に至る配置であった。 

加えて、電源供給の要である非常用高圧配電盤も、１号機ないし５

号機のＣ系・Ｄ系は、いずれも各号機のタービン建屋地下１階あるい

は１階に一緒に設置されており、各号機のタービン建屋１階あるいは

地下１階への津波による浸水に対して、同時に機能喪失に至る配置で

あった。非常用高圧配電盤の２号機及び４号機のＥ系も、いずれも共

有プール地下１階に設置されており、同共有プール地下１階への浸水

に対して、同時に機能喪失する配置にあった。 

以上のとおり、福島第一原子力発電所各号機の非常用ディーゼル発

電機及び非常用高圧配電盤は、同じフロアに集中的に設置されており、

設置フロアへの津波による浸水によって同時に機能喪失する配置であ

った。  

（２）舘野証人の指摘  

舘野証人は、非常用電源設備及び附属設備の設置位置について、原

子力安全・保安院の山本哲也主席総括安全審査官の指摘「他の原子力

発電所とは違って福島第一原子力発電所においては、なぜか非常用電

源が原子炉建屋より構造的に弱いタービン建屋、しかも地下にあっ

た。」を引用して指摘する（意見書２６頁）。 

舘野証人は、証言においてこの問題を取り上げ、原子炉建屋は、耐

震設計上非常に強固な建物となっており、放射性物質が外に出ていく

ことが無いように気密性が保たれているのに対して、タービン建屋は、
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ルーバーなどの隙間から海水が浸入する危険性があったため、非常用

電源設備を設置する以上は、建物全体の防水も含めて、水密性などの

津波対策（外部溢水対策）がされるべきであったが、タービン建屋に

設置された非常用電源の脆弱性は見過ごされ、放置されたままになっ

ていたことを指摘する（第１尋問調書１３１項・第２尋問調書２１８

項）。 

さらに舘野証人は、非常用ディーゼル発電機及び配電盤が、タービ

ン建屋内のとりわけ地下階に設置されていたことにより、浸水によっ

て機能喪失したことも指摘している（第１尋問調書１４９頁）。 

（３）タービン建屋が原子炉建屋に比して津波の浸水に対して構造的に気

密性が乏しいこと  

舘野証人が指摘するとおり、タービン建屋が構造的に津波による浸

水に対して脆弱であること、とりわけ、地下階に非常用電源設備が設

置されていたことが津波による浸水に対し無防備であったことが、本

件過酷事故の結果として決定的に現れた。 

以下、福島第一原子力発電所の機能喪失状況について再度整理する。

（以下、○は機能維持を意味し、×は機能喪失を意味する） 

ア ディーゼル発電機  

 １号機 ２台ともタービン建屋地下１階    × 

２号機 １台がタービン建屋地下１階     × 

     １台（空冷）が共用プール建屋１階  ○  

 ３号機 ２台ともタービン建屋地下１階    × 

 ４号機 １台がタービン建屋地下１階     × 

     １台（空冷）が共用プール１階    ○  

 ５号機 ２台ともタービン建屋地下１階    × 

 ６号機 ２台が原子炉建屋地下１階      ○  
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         （ただし、海水ポンプの水没により、×）  

     １台（空冷）がディーゼル発電機建屋１階 ○  

イ 配電盤  

１号機   

    非常用Ｍ／Ｃ  タービン建屋１階       × 

    非常用Ｐ／Ｃ  コントロール建屋地下１階  × 

    常用 Ｍ／Ｃ  タービン建屋１階       × 

    常用 Ｐ／Ｃ  タービン建屋１階       ×  

２号機  

非常用Ｍ／Ｃ  タービン建屋地下１階     × 

            共用プール地下１階      × 

    非常用Ｐ／Ｃ  タービン建屋１階          ○  

    常用 Ｍ／Ｃ  タービン建屋１階        × 

    常用 Ｐ／Ｃ  タービン建屋１階        ○  

            タービン建屋地下１階    × 

３号機  

非常用Ｍ／Ｃ  タービン建屋地下１階    × 

    非常用Ｐ／Ｃ  タービン建屋地下１階      × 

    常用 Ｍ／Ｃ  タービン建屋地下１階    × 

    常用 Ｐ／Ｃ  タービン建屋地下１階      × 

４号機  

非常用Ｍ／Ｃ  タービン建屋地下１階   × 

               共用プール地下１階        × 

    非常用Ｐ／Ｃ  タービン建屋１階        ○  

                   共用プール地下１階      × 

    常用Ｍ／Ｃ    タービン建屋地下１階   × 
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    常用 Ｐ／Ｃ  タービン建屋１階       ○  

５号機  

非常用Ｍ／Ｃ  タービン建屋地下１階      × 

    非常用Ｐ／Ｃ  タービン建屋地下１階      × 

    常用 Ｍ／Ｃ  コントロール建屋地下１階  × 

    常用 Ｐ／Ｃ  タービン建屋２階          ○  

               コントロール建屋地下１階  × 

６号機  

非常用Ｍ／Ｃ  原子炉建屋地下２階         ○  

                  原子炉建屋地下１階         ○  

                原子炉建屋１階             ○  

    非常用Ｐ／Ｃ  原子炉建屋地下２階       ○  

            原子炉建屋地下１階      ○  

            ディーゼル発電機建屋地下１階○  

    常用 Ｍ／Ｃ   タービン建屋地下１階       × 

    常用 Ｐ／Ｃ   タービン建屋地下１階       ×  

 ウ 機能維持と喪失の分かれ目 

６号機の原子炉建屋（但し附属棟）に設置されていた水冷式非常用

ディーゼル発電機及び非常用配電盤（Ｍ／Ｃ、Ｐ／Ｃ）は、地上階、

地下階にかかわらず機能喪失をしなかった。また、６号機の空冷式非

常用ディーゼル発電機及び配電盤は、専用のディーゼル発電機建屋に

設置されており、これらも地上階、地下階にかかわらず機能喪失しな

かった。 

これに対し、１～５号機のタービン建屋に設置された非常用ディー

ゼル発電機及び非常用配電盤は、津波による浸水により、地下階に設

置されたものは全滅し、地上階に設置されたものが一部機能喪失をま
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ぬがれているにとどまっている。 

非常用電源設備及びその附属設備が、原子炉建屋あるいは専用の建

屋に設置されていたかどうかが如実に結果に現れたのである。 

（４）非常用電源設備等がタービン建屋内に置かれ続けていたことに合理

性はないこと  

 ア 配置場所は、設置許可の審査対象でないこと  

福島第一原子力発電所１号機の設置許可申請書には、非常用ディー

ゼル発電機を１台備えることが記載されている（乙Ｂ６０号証１８頁）

が、その設置場所の特定はされていない。  

乙Ｂ１１８号証は、福島第一原子力発電所２号炉増設のための原子

炉施設変更許可申請書であるが、ここには非常用ディーゼル発電機２

台（うち１台は１号炉と共通予備）備えることが記載されているが（１

９頁）、その設置場所の特定はされてない。「２号炉完本」である乙Ｂ

１１９号証には、平成５年４月１３日付申請、平成６年３月８日付許

可として「１号炉及び２号炉共用の非常用ディーゼル発電機の１号炉

での専用化並びに２号炉非常用ディーゼル発電機の増設」と記載され

ているが、その設置場所の特定はない。  

以上のとおり、非常用電源設備等の設置場所についての設計上の考

慮はなされていなかった。  

イ 福島第一原子力発電所において、非常用電源設備及びその附属設備

のほとんどがタービン建屋内に設置されていた経緯について、２つの

発言を摘示する。  

（ア）東京電力副社長豊田正敏氏の発言    

  豊田氏は、非常用電源設備及び附属設備が、原子炉建屋よりも海側

に建てられ、水に対する気密性がないタービン建屋に設置された理由

について、以下の事情を説明する。  
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「ターンキーであったことから、少しまかせっぱなしにしてしまっ

た点はありますね。それで、ディーゼルがタービン建屋の中にあるこ

とに気づかなかったと。設計はＧＥの下請のエバスコ社がやっていた

んだけれども、エバスコ社の設計ミスでしょうね。原子炉の安全上必

要なものである非常用電源を供給するディーゼルを、気密性がなくし

かも海側に建っているタービン建屋の中におくこと自体がおかしい。」

「ともかく時間的にも相当急かされていたのでね。それにエバスコの

設計がなかなか時間とおりに出てこないのでね。出てきたらすぐにメ

ーカーに渡して造らせるということをせざるを得なかった。目を通す

時間がなかったね。まあ、メーカーに渡した後にだって、設計図を見

直すことはできないこともないんだけど、ともかく、ターン・キーと

いう契約だからね。その段階になって、どうのこうのという話にはな

りませんよ。」（甲Ｂ２８０号証１６７～１６８頁）  

（イ）石川迪夫氏の指摘  

石川氏は、非常用電源設備等が、地下室に配置されていた理由につ

いて以下のとおり言及している。 

「これは、ひと口に言えば先進国の模倣です。（中略）福島第一原子

力発電所１号機は、米国ＧＥ社の設計、製作です。その当時、貧乏国

であった日本人の目には、米国の配置設計はスマートで合理的と映っ

たものでした。発電所の配置設計の要点は、同一の機械設備はできる

だけ一緒にして、同じ場所に並べて置くことでした。そうすることに

よって、引き回される配管類が綺麗に整備され、かつ保守作業が容易

に均質に行えるという利点があるからです。タービン建屋に非常用電

源装置類の全てが配備された理由も、以上のような技術的時代背景が

根っ子にあります。」（甲Ｂ２９３号証２７３頁） 

ウ 他の原子力発電所では原子炉建屋内 
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  舘野証人が意見書（２３頁）で指摘したとおり、柏崎・刈羽原子力

発電所では、非常用電源設備は原子炉建屋内に設置されたうえで、「各

ディーゼル発電機設備は、配電盤、制御盤ともそれぞれ独立した室に

設置」された。（甲Ｂ２１５号証８－９－７）。 

  福島第二原子力発電所１～４号機の非常用ディーゼル発電機は原

子炉建屋内に設置されている。 

エ 福島第一原子力発電所の津波に対する脆弱性が放置されたこと 

   福島第一原子力発電所の１～４号機設置後のわが国の原子力発電

所の技術の進展及び科学的知見の集積にもかかわらず、被告東京電力

は、非常用電源設備をタービン建屋内に設置したままとした。このこ

とについて、豊田氏は以下のとおり説明する。 

   「造っちゃったものは、もうどうにもならない。１回造ったら、１

号機は１号機として運転させ、稼働率も上げて、かかったコストを取

り戻していかないと。その代わり後から造ったものは、経験を積んで

どんどんいいものにしていきましたよ。柏崎・刈羽原発なんかは、相

当いいものに仕上がっています。」（甲Ｂ２８０号証１６８頁）。  

   原告ら準備書面（２９）で主張したとおり、被告東京電力は、１９

９３（平成５）年以降、福島第一原子力発電所の非常用ディーゼル発

電機の増設を行い、１～６号機それぞれに専用２台化を実現した。こ

の増設に当たって、タービン建屋外に設置されたものは、共用プール

建屋の１階に設置された２号機と４号機の各空冷式ディーゼル発電

機、６号機の原子炉建屋内に設置された２台の水冷ディーゼル発電機、

ディーゼル発電機建屋内に設置された１台の空冷式ディーゼル発電

機で、それ以外は引き続きタービン建屋内に設置したままとした。さ

らに配電盤は６号機以外は、すべてタービン建屋内に集中して設置し

たままとした。  
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   福島第一原子力発電所の非常用電源設備等の設置位置は、技術水準

及び知見の進展にもかかわらず、改善コストを回避するため、設置当

時のまま津波による浸水に対して脆弱な配置のまま放置されたので

ある。そのことに安全上の合理性はまったくない。 

 

第４ 本件事故を警告し、教訓となる事象があったこと  

 １ 敷地高さを超える津波に対し、あまりに脆弱であった非常用電源設                

備等  

上記第１の３で指摘したとおり、原子炉の緊急停止（スクラム）時

に、外部電源を喪失したときの冷却系の安全装置の本命は非常用ディ

ーゼル発電機と配電盤等の非常用電源設備及びその附属設備である。

電気機器は被水するとショートを起こし、機能喪失となる。電気系統

が水にきわめて弱いことは常識である。 

第３で主張したとおり、福島第一原子力発電所は、設置段階で、敷

地高を超える津波が襲来したときに、この非常用電源設備等を被水か

ら防護することを全く考慮されていなかった。したがって、その後の

科学的知見の進展及び技術の進歩を踏まえて、万が一にも原子炉によ

る災害を防止するために、敷地高を超える津波が到来しても非常用電

源設備等を被水から防護する対策をとっておかなければならない。 

舘野証人は、これは机上の抽象的な議論ではなく、現実的な危険性

があることを警告する事象があったことについて具体的に指摘をした。

第２の３で舘野意見書の一部を引用したとおり、国内外で起こる事故

から「学び、教訓化して、新しい知見として集積し、同様の事故の防

止あるいはその事故原因と共通性のある事故の発生防止対策づくりに

活かし、事故収束の決め手のないリスクをもつ原子力発電所の安全性

確保をすることがきわめて大事なのである。」 
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  舘野証人は、本件事故との関係で、複数の事故例をあげて教訓とし

て活かされるべきであった点を指摘する。 

 

 ２ １９９１年福島第一原子力発電所１号機溢水事故からの教訓 

（１）１９９１年溢水事故  

原告らは、準備書面（２９）及び（３１）において、１９９１（平

成３）年１０月３０日、福島第一原子力発電所１号機において、ター

ビン建屋地下１階の配管から海水が漏えいし、１号２号機共通非常用

ディーゼル発電機のある部屋に浸水し、現に非常用ディーゼル発電機

を機能喪失させ、この事故による発電停止時間は１６３５時間２０分

（約６８日間）に及んだ事故を取り上げた。 

（２）舘野証人が指摘する教訓  

ア 舘野証人は、意見書５１頁で、本件事故当時福島第一原子力発電所

長であった吉田昌郎氏からの聴取結果書での供述の一部を取り上げ

ている。すなわち、「福島第一の１号機、これは・・・平成３年に海

水漏れを起こしています。あの溢水を誰が想定していたんですか。あ

れで冷却系統はほとんど死んでしまって、ＤＧも水に浸かって、動か

なかったんです。あれはものすごく大きいトラブルだといまだに思っ

ているんです。今回のものを別にすれば、日本のトラブルの１、２を

争う危険なトラブルだと思うんですけれども、余りそういう扱いをさ

れていないんですよね。あのときに私はものすごく水の怖さがわかり

ましたから、例えば、溢水対策だとかは、まだやるところがあるなと

いう感じはしていましたけれども、古いプラントにやるというのは、

一回できたものを直すというのは、なかなか。・・・・完璧にやって

いくのは非常に難しいし、お金もかかるという感覚です。」という箇

所である。 
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イ 舘野証人は、吉田氏が、「あれはものすごく大きいトラブルだといま

だに思っているんです。今回のものを別にすれば、日本のトラブルの

１、２を争う危険なトラブルだと思う」と述べていることの中心主眼

点は、「非常用ディーゼル発電機が水をかぶったらどうにもしようが

ないことになると。つまり電気系統というのは水に非常に弱い」こと

をこの事故から学んだことだと指摘している（第１尋問調書１３３項、

第２尋問調書２６２項）。 

 

３ １９９９年１２月 ルブレイエ原子力発電所事故からの教訓  

（１）舘野証人の指摘  

舘野証人は、意見書４９～５０頁において、１９９９（平成１１）

年にフランスのルブレイエ原子力発電所において、洪水により３プラ

ントの建屋内に水が浸入し、電源喪失事故となったことから、被告東

京電力が、洪水が全交流電源喪失を容易に引き起こすという結果、そ

れに対しどのような対策が実施されたのかに着目をして教訓化をしな

かったことの反省を述べていることを指摘した。 

舘野証人は、証言において、ルブレイエ原子力発電所事故から、溢

水事故の怖さと全交流電源喪失への対応が教訓とされるべきであった、

と指摘する（第１尋問調書３８頁）。 

（２）原告らの主張  

原告らは、これまでルブレイエ原子力発電所事故を取り上げた主張

をしていなかったので、舘野証言と新たな証拠を踏まえて主張をまと

めておく。  

ア 事故の概要  

 甲Ｂ１７号証「福島原子力事故の総括および原子力安全改革プラン」

の１３頁にルブレイエ原子力発電所事故が記載されており、舘野証人
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はこの記載をもとに意見書を作成し、証言をした。 

今回新たに甲Ｂ２９４号証「ルブレイエ１～４号機の大規模浸水事

象」を提出する。この資料の出典は後述するが、この資料に記載され

た「事象概要」は次のとおりである（３７－２－③頁参照）。  

「ルブレイエ原子力発電所はボルドーの北方、ジロンド河口に位置

している。  

ここには４基の９００ＭＷｅ 級  ＰＷＲ  がある。１９９９（平成１

１）年１２月 ２７日から２８日夜の、例外的な悪天候で、うねりによ

る外的要因の浸水リスクを考慮した防護対策が不適切なこととあいま

って、発電所の蒸気供給系および安全関連系統の多くの区画が浸水す

る結果となった。異常事象発生時の発電所の状態は次の通りであった。 

－ １、２および４号機：１００  % 定格出力運転中   

－ ３号機：燃料取替後、停止状態で余熱除去系により冷却中  

［異常事象発生］ 強い低気圧による吸い上げと非常に強い突風（約  ５

６ｍ/ｓ）による高波が、満潮と重なってジロンド河口に波が押し寄せ

た。大きな波により堤防内で氾濫し、ルブレイエ原子力発電所の一部

が浸水した（侵入水量約  １００,０００㎥）。風と波の方向から、１号

機と２号機が洪水の影響を最も受け、３号機と４号機は内部に僅かの

水が浸水した。送電網にも擾乱が生じた：全号機の２２５ｋＶ補助電

源が２４時間喪失し、２号機と４号機の４００ｋＶ送電網が数時間喪

失した。４００ｋＶ送電網が復旧するまでディーゼル発電機による非

常用電源が正常に供給された。  

［異常事象の経緯］  

原子力発電所の北側に位置するダクトの覆い板に水が浸水し、管理

建屋と共通補助建屋の地下レベルに浸水した。１号機と２号機の区画

に、扉や開口部を通じて水が広がり、電気室の地下レベル、海水ポン
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プ室の接続坑道、周辺建屋と燃料建屋の地下レベルに達した。この浸

水により次の系統が喪失した：  

－ １号機のエッセンッシャル・サービス水系（ESW）の A 系列  

－ １、２号機それぞれの、低圧注入系と格納容器スプレイ系の両系

列 

－  電線貫通部を通して浸水が１号機電気建屋から２号機電気建屋

へ拡大し、電気系統の機能喪失範囲を拡大させた。   

この浸水の結果、１、２号機は、一次系の冷却に蒸気発生器を使用

し、余熱除去系(RHR) で、停止状態にもっていった。一方、４号機は

高温停止状態から再起動した。  １９９９年１２月２８日早々に発電

所のスタッフは、放射能濃度をチェック後、浸入水のジロンド河口へ

の放出を開始し、１９９９年１２月２９日の最終時刻に放出を完了し

た。  

イ 安全情報検討会での事故の検討  

（ア） 「安全情報検討会」 

   甲Ｂ２９４号証は、２００５（平成１７）年６月５日開催の安全情

報検討会において、検討資料として提出されたものである。「安全情報

検討会」の成り立ちは次の経過である。 

   原告ら準備書面（１１）の１１頁、準備書面（２８）の１２～１３

頁で言及した、２０００（平成１２）年に発覚した東京電力自主点検

記録改ざんによる事故隠し事件を受けて、２００３（平成１５）年１

０月１日に独立行政法人原子力安全基盤機構（略称・ＪＮＥＳ）が発

足した。ＪＮＥＳの業務は、原子力施設及び原子炉施設に関する検査

等を行うこと、原子力施設及び原子炉施設の設計に関する安全性の解

析及び評価を行うこと、原子力災害の予防、原子力災害の拡大の防止

及び原子力災害の復旧に関する業務を行うこと、原子力の安全確保に
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関する調査、試験、研究及び研修を行うこと、安全確保に関する情報

の収集、整理及び提供を行うこと、原子炉等規制法や電気事業法の規

定による立入検査を行うこと、である。 

原子力安全・保安院とＪＮＥＳは、国内外の事故・トラブルや安全

規制に関わる情報を収集し、評価・検討を迅速に行い、規制上の対応

やそのフォローアップを的確に実施していくため、原子力安全・保安

院とＪＮＥＳが共同で定期的に検討を行う会合（「安全情報検討会」と

いう。）が、月２回程度定期的に開催されていた。安全情報検討会の主

なメンバーは、原子力安全・保安院からは、実用発電用原子炉担当審

査官、原子力安全基盤担当審査官、主席統括安全審査官、原子力関係

課室長が出席し、ＪＮＥＳからは、技術顧問、企画部長（主席）安全

情報部長、規格基準部長、解析評価部長などが出席していた。 

（イ）ルブレイエ原子力発電所事故に関するＪＮＥＳの見解 

   ＪＮＥＳは、国内のトラブル情報の他、各国の重要事象や米国にお

ける各種規制情報などの規制関係情報の収集を行うとともに、必要な

評価・分析を実施している。ルブレイエ原子力発電所事故も、ＪＮＥ

Ｓにおいて、事象概要、当事国の対応、日本国内での状況、ＪＮＥＳ

としての見解などが検討された。甲Ｂ２９４号証は、その検討会に提

出された資料であるが、そこにＪＮＥＳの見解として以下のとおり指

摘されている。 

   「国内の原子力発電所は、過去に発生した津波に基づく水位と発電

所敷地の標高の比較評価等により、津波により原子炉施設の安全性

が損なわれることはない。しかし、今後インドの発電所調査等によ

り入手するインド洋沖津波の経験情報を用い、検討を実施すること

は有意義である。また、外部事象（津波）による溢水及び内部溢水

の両方に対する施設側の溢水対策（水密構造等）の実態を整理して
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おく必要がある。」と指摘している。 

ウ ルブレイエ原子力発電所事故の教訓  

    ルブレイエ原子力発電所事故は、強い低気圧による吸い上げと非常

に強い突風による高波が、満潮と重なってうねり波をつくり、原子炉

施設内に押し寄せ、電気系統を含め安全関連系統の多くの区画を浸水

させたものである。 

    想定（設計基準）を超えた自然現象（外部事象）が発生して原子炉

の重要な安全設備を機能喪失させることがあり得ること、電気系統が

被水に弱いことが現に明らかになったのであるから、想定を超える外

部溢水が発生したときには、全交流電源喪失事態が発生する可能性が

あることを教訓とすべきであった。 

この点、ＪＮＥＳの見解の結論は、過去の津波記録と敷地高さの比

較だけで、津波により原子炉施設の安全性が損なわれることはないと

いうものである。これは被告国のとってきた安全確保の体系の枠組み

に固執したものであり、不当であるが、注目すべきは、ＪＮＥＳの見

解は、この事故をわが国における津波対策と結びつけていること、過

去に国内の原子力発電所で発生した津波に基づく水位だけでなく、今

後、インド洋沖津波等の海外の津波知見についても検討するとしてい

ること、内部溢水と外部溢水の両方に対する施設側の溢水対策（水密

構造等）の実態を把握することの必要性を指摘していることである。 

 

 ４ ２００４年１２月 スマトラ島沖地震・津波からの教訓  

（１）スマトラ島沖地震とインド・マドラス原子力発電所事故  

前項のウでＪＮＥＳの見解が検討を要するとした「インド洋沖津波」

は、２００４（平成１６）年１２月に発生したスマトラ島沖地震によ

り発生した津波のことを指す。 
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 この津波によって、インドのマドラス原子力発電所の海水ポンプが

浸水したが、それ以外に被害がなかった。被告東京電力は、「当時 『原

子力発電所の津波評価技術』による津波高さの評価結果が十分保守性

を有していると考えていたため直ちに対策は実施されず、長期的な対

応としてポンプ・モーターの水密化の検討に取り組んでいた。しかし

ながら、本情報については海水ポンプの機能喪失という原因だけへの

対策ではなく、最終ヒートシンクの喪失という結果への対策という観

点から着目すべき事故であった。」と述べている（甲Ｂ１７号証１４頁）。 

（２）舘野証人の指摘  

   この事故について、舘野証人は、２００６（平成１８）年３月と１

０月に実施された吉井英勝衆議院議員の国会質問（甲Ｂ１３７、甲Ｂ

１３８）について、「吉井さんは大学の原子力工学科出身でしてそうい

う意味では原子力の専門家だというふうに思います。彼が指摘してい

ますのは、洪水、津波が起きた場合の事態について、それから全交流

電源喪失のこと、それから地震のときの鉄塔が倒壊するとか、あるい

は津波に関しては、時に引き波のときにポンプが空回りして破損する

と、それから非常用電源が駄目になると、こういうことを述べており

まして、正に福島事故を予言したような非常に的確な指摘をしており

ます。」と評価したうえで、さらに具体的に、「大規模地震によってバ

ックアップ電源の送電系統が破壊されるということがありますか

ら、・・循環させるポンプ機能そのものが失われることも考えなきゃい

けない。その場合には、炉心溶融という心配も出てくることをきちん

と頭に置いた対策をどう組み立てるかということを考えなきゃいけな

い」（甲Ｂ１３７号証３３頁）との吉井議員の発問について、「これは

一種の全交流電源喪失が起こることを指摘していると思います。」と評

価した。  
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   さらに舘野証人は、吉井議員が、国内外で実際に非常用ディーゼル

発電機が動かなかった事故が発生していることを指摘したうえで「日

本の原発の約六割は、バックアップ電源は三系列、四系列じゃなくて

二系列なんですね。六割は。そうすると、大規模地震によって原発事

故が起こったときに、本体は何とかもったとしても機器冷却系に、津

波の方は何とかクリアできたとしても、送電鉄塔の倒壊、あるいは外

部電源が得られない中で内部電源も、海外で見られるように、事故に

遭遇した場合、ディーゼル発電機もバッテリーも動かなくなったとき

に機器冷却系が動かなくなるという問題が出てきますね。このときに

原子炉はどういうことになっていくのか」想定しておかなければなら

ない、と質問をした（甲Ｂ１３８号証・３３～３４頁）ことを指摘し

ている（第１尋問調書３９～４０頁）。  

 

５ 事故を教訓化（知見化）して的確に安全性向上に活かすこと  

（１）舘野証人の指摘  

舘野証人は、被告東京電力の代理人からの、平成３年溢水事故は内

部溢水によるものであり、外部溢水である津波対策の教訓とならない

のではないかという趣旨の質問に対し、次のように指摘している。す

なわち、「溢水という事象が起これば、これは内部溢水、外部溢水関連

して考えなければいけない。・・・原因はこうであれ結果はこうである

というふうなことで、１つだけに限定して、それで良しとしていたと

ころに問題があったと。もう少し想像力を働かせて、こういうことも

起こるんじゃないかというふうに、原因と結果を別々に考えて、いろ

いろ考えなかったというところに問題があった」（第２尋問調書２０５

項）、「内部溢水として考えたらば、想像力を働かせて、あるいは思考

をもう少し延長させて、外部溢水対策も含めて完全な防水対策をとる
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べきだと、そういう風に判断している」（第２尋問調書２１０項）。  

（２）安全よりも推進と稼働優先の姿勢が教訓化の障害となったこと  

 被告東京電力は、海外の事故事例が教訓化されていれば本件事故を

緩和できた可能性があるとして、教訓化がされなかったことについて

以下のとおり反省を述べている（甲Ｂ１７号証・１３～１４頁）。 

「問題点（過酷―⑧）海外の運転経験の調査を、的確に安全性の向上

対策に活かすことに消極的であった。  

（背後要因）  

― 追加対策によってコスト負担が増加することを敬遠した。   

―対策を実施することが社会的に現状の安全性への不安を招き、設置

許可取消訴訟への影響や長期運転停止につながりかねないことを心

配し、対策を不要とする意識が働いていた。   

―上記については、旧原子力経営層の同様な意識が組織全体に反映さ

れていたものと考えられる。   

― 影響ありと判断し対策を実施することになると、新たな仕事を増や

すことにつながるため消極的な調査になっていた。   

―原子力部門内の原子力品質・安全部、原子力運営管理部等でスクリ

ーニング、調査、協力依頼、報告書作成を行なっていたため、消極

的な意識が働きやすかった。」  

                            

第５ 本件過酷事故に先行する歴史は被告らが教訓となる事象を軽視し

続け安全確保を怠り続けたものであったこと  

 １ 問題の所在  

   原告らは、準備書面（１１）第１から第３において、１９６０年代

に原子力発電所が運転開始してから１９９０年代に至るまでの間の

原子力発電所の安全確保をめぐる社会史を述べた。そこでは、被告国
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は国策として、安全性の実証的研究が十分になされていない未熟な技

術である軽水炉型発電所の急速な大量建設を進めたこと、その結果と

して必然的に発生した相次ぐ故障・事故に対し電気事業者がとった対

策は、①組織的な「事故隠し」を行ってまで利潤追求のために稼働率

を上げること、②原子力に対する信頼の虚像をつくることであったこ

とを明らかにした。  

   決定的な曲がり角は、人類が１９７９（昭和５４）年スリーマイル

島原発事故と１９８６（昭和６１）年チェルノブイリ原発事故の２つ

の過酷事故の発生を経験したことであった。原発保有国では、原発を

やめるかどうかの国民的な選択、原発に対する安全規制を根本的に改

める課題に直面した。  

   原告らは、準備書面（１１）の第３の（４）及び第４、準備書面（２

３）、準備書面（２８）において、１９８０年代に欧米でシビアアク

シデント対策を含む安全基準がめざましく進展した歴史に言及した。

その安全対策の出発は、「原発は安全なものではない」として、従来

の認識を転換させることであった。  

   これに対し、わが国では、被告国も電気事業者も、海外での事故事

象が発生しても、常に「わが国の原子力発電所の安全性は基本的に確

立している」こと、「その原因に照らせばわが国の施設の安全性確保

について改める必要のあるものは見出されない」と「対岸の火事」と

しての取り扱いしかしなかった。  

   舘野証人は、事故を教訓化して学ぼうとしない被告国と電気事業者

の安全に関する思考停止状態をえぐりだし、本件過酷事故につながる

歴史を明らかにしている。  
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 ２ スリーマイル島原発事故からの教訓  

（１）スリーマイル島原発事故発生以前の米国での議論  

舘野証人は、意見書５１頁から５５頁において、スリーマイル島原

発事故以前の米国における原発の安全性をめぐる議論を紹介している。

すなわち、原発の環境影響に関する裁判所の違法判断を機にして、設

計基準事故の分類としてクラス９「通常装備される種々の防壁が次々

と故障する」を加えるかどうかが議論の焦点となったこと、これに対

し米国原子力委員会（ＡＥＣ）は、クラス９の発生が科学的にみてき

わめて低いことを論証する必要に迫られたこと、そのために出された

報告がいわゆるラスムッセン報告であったこと、ラスムッセン報告は、

１９７４（昭和４９）年１月にマスコミ向けに発表され、「人が原子炉

事故で死ぬ確率は、隕石に打たれる確率と同じ程度である」という表

現により米国における安全神話が生まれたこと、その後、ラスムッセ

ン報告が安全評価の手段として開発した確率論的安全評価は、地震の

ように多くの機器が一斉に破損や機能不全を起こす共通要因事故を考

慮していない欠陥が指摘され、原発推進という政策目的のために作成

されたラスムッセン報告は規制当局自身によってその有効性が否定さ

れた、という歴史があった。  

  舘野証人は、ラスムッセン報告で用いられた「確率論的手法は必要

な修正を加えれば、事故のシナリオ（事故がどのように進行するかを

予想すること）などを分析する上で有効であることが明らかにされ、

後に「確率論的リスク評価」の手法として用いられるようになる。」と

指摘する（意見書５５頁）。  

（２）スリーマイル島原発事故発生後の米国で実行された改革  

舘野証人は、スリーマイル島原発事故発生を受けて、大統領直属で

つくられたケメニー委員会の報告書に、事故から得た教訓がまとめら
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れていること、クラス９対策（シビアアクシデント対策）が必要であ

ることが打ち出されていると指摘する（意見書５８頁）。さらに舘野証

人は、「事故の最大の原因は思いこみであると。何か安全であるという

思いこみですね。これが最大の原因であると、マインドセットという

のが非常に大きな原因であるというふうなことを言っています。この

間吉田調書を読みますと、これは思いこみだったということを吉田さ

んも盛んに言っておられまして、そういう点で思いこみというのがや

っぱり事故の大きな原因だというケメニー報告は妥当だというふうに

思います。」と指摘している（第１尋問調書６９項）。  

そして、舘野証人は、国会事故調査報告書（甲Ｂ４号証）５２１～

５２３頁で記載されていることを紹介して、この教訓を得た米国では

「規制体制の抜本的な強化が図られたというふうに書いてあります。

そして、推進行政と規制行政を分離すると、独立性を徹底させるとい

うことや、検査官による抜き打ちの検査業務を義務化すると。万が一

違反した場合には刑事罰も含めて事業調査を行うというふうなことが

書いてありまして、非常に強力な規制体制が敷かれたというふうに述

べております。」（第１尋問調書７２項）と指摘している。  

 

 ３ チェルノブイリ原発事故からの教訓  

   舘野証人は、意見書５９～６２頁において、チェルノブイリ原発事

故は旧ソ連のみならず欧州の国々に深刻な災害をもたらしたことから、

欧州及び国際原子力機関（ＩＡＥＡ）が原発の安全確保に向け、安全

基準の強化を迅速に進めたことを紹介する。とりわけ、シビアアクシ

デント対策がその軸となっていたことについて、舘野証人は、「従来は

原子力の安全というのは、いわゆる多重防護という考え方で安全性が

守られているというふうに言われまして、何重にも防護があるという
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ことですね。チェルノブイリが起こるまでは三重の防護ということが

言われてました。これは原発のパンフレットなんかにもよく載ってお

ります。で、三重の防護だったわけですが、実はシビアアクシデント

は起こるということで、この部分も含めて五重の防護を考えるべきで

あるというのがＩＡＥＡの提起です。」と指摘する（第１尋問調書７４

項）。  

   舘野証人は、意見書６２～６３頁で、米国において、チェルノブイ

リ原発事故をはさんで進められたシビアアクシデント対策を紹介し、

五重の防護は「世界のグローバルスタンダードだと言えると思います。」

（第１尋問調書７４項）、「シビアアクシデントを考えるということは、

原発は決して安全ではなく、そういう事故も起こり得るということを

前提とした取組」（第１尋問調書７５項）であると指摘する。  

 

４ １９９０年代までに日本の規制が周回遅れとなったこと  

（１）舘野証人の指摘  

舘野証人は、意見書６３～６４頁で、スリーマイル島原発事故後に

出された原子力安全委員会１９８２（昭和５７）年「長期計画」（甲Ｂ

２２９号証）に「今日、原子力発電所の安全性は基本的に確立してい

ると言える」と記載されていることを指摘し、チェルノブイリ原発事

故後に出された原子力委員会「報告書」（甲Ｂ２３１号証）が「我が国

においては、設計、建設、運転の各段階でそれぞれのレベルに応じて、

多重防護の考え方に基づいた適切な対策がとられており、異常が発生

しても、これを設計基準事象の範囲にとどめることが十分に期待でき

る。」と記載されていることを紹介して、「欧州や米国はシビアアクシ

デントは起こり得ると考えて、その対策をとったわけですけれど、日

本ではただそういうことは起こるとは考えられないと称して、シビア
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アクシデント対策を怠った」と指摘する（第１尋問調書８１項）。  

（２）原子力行政の分野で仕事をしていた者の指摘  

 ア 舘野証人は、意見書及び証言において、国の原子力分野で活動をし

てきた西脇由弘氏（甲Ｂ２１６号証）、近藤駿介氏（甲Ｂ１８３号証の

１、２）、山形浩史氏（甲Ｂ２４１号証）の発言を取り上げている。  

   舘野証人は、西脇氏及び近藤氏の発言について、「国の規制行政、あ

るいは学者といいましても、近藤さんも行政に携わっている方ですが、

その中枢におられる方が２人とも日本のシビアアクシデント対策とい

うのは海外の対策に比べ非常に遅れているということを証言していま

して、それは共通の認識としてお二人がそういうふうに思っておられ

たというふうに受け取りました。」と評価している（第１尋問調書８９

項。）。また山形浩史氏の発言について、この２人と「同じことでアメ

リカに対して日本のシビアアクシデント対策は非常に遅れているとい

うことを述べていると思います。」と評価している（第１尋問調書９９

項）。  

 イ 西脇由弘氏の発言（甲Ｂ２１６号証）  

スリーマイル島原発事故後、我が国の規制が世界の規制から一回り

遅れたこと（同２頁 Ⅳの冒頭）、チェルノブイリ原発事故後シビアア

クシデント対策に着手し、「１９９２年の安全委員会によるＡＭの整備

方針の決定は制度の枠組みを決めたに過ぎないが、シビアアクシデン

ト対応が定型化したととらえられ、その後検討が進化せずチェルノブ

イリ事故後のようなシビアアクシデント対応の熱意が冷めていく。」

（同４頁Ⅴ冒頭）、「諸外国ではＴＭＩ事故後継続してきたシビアアク

シデントの安全研究が１９８０年代で一段落し、１９９０年代は研究

を減少させた。これに呼応するように、シビアアクシデント関連の研

究は既に海外でなされているとして、我が国の安全研究の意欲も低下
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していく。」（同４頁５の３） 

 ウ 近藤駿介氏の発言（甲Ｂ１８３号証の１、２） 

「米国とは、ここの扱いで、急速に時間差が出来てしまった。米国

は、日本同様、任意とはいえ、安全目標があり、その後、ＩＰＥＥＥ

も全部のプラントでやった。任意とはいえ、性能規定的なものがあっ

たと整理したほうがよいかもしれない。その結果として、米国はその

中で、リスクで物を考えるという習慣がどんどん出来ていった。」 

 エ 山形浩史氏の発言（甲Ｂ２４１号証）  

「アメリカで研究が始まって、内部事象の話は、日本では（アメリ

カの）４年遅れで（事業者に）やりなさいよと言った。アメリカで外

的事象をと言ったのは１９９１（平成３）年なので、今これ（図１）

を見ると、日本は全然追いつけてなかったのかと思う。」  

 

５ ２０００年代になってシビアアクシデント対策が停止  

舘野証人は、「日本ではただそういうことは起こるとは考えられない

と称して、シビアアクシデント対策を怠った」と指摘する（第１尋問

調書８１項）が、舘野証人が引用する関係者の発言をみると、２００

０年代になるとシビアアクシデント対策が安全対策として放棄された

も同然の状態となったことが明らかになった。  

（１）西脇由弘氏の発言の要旨  

① ２００１年に発足した保安院は、１９９２年の安全委員会の決定

を受け、２００２年にＡＭ対策の整備が終了した旨を、安全委員会に

報告したことにより、１９８６年から続けられた我が国のＡＭ対策が

一応終了したことになる。 

② しかし、保安院はＡＭ手順書の内容の妥当性確認等を行っていな

いし、有効性の確認も計８つの代表炉でしか実施していないし、外部
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事象を考慮したＡＭを先送りした。 

③ １９９２年のＡＭに関する安全委員会決定は四半世紀にわたり全

く見直しがなく、進化がない。外部事象のＡＭもまったくなされてい

ない。 

               （甲Ｂ２１６号証５ないし６頁） 

（２）近藤駿介氏の発言  

「２巡目ぐらいの時期から、ぐちゃぐちゃにされ、最後、挙げ句の

果てには、ＰＳＲ(定期安全レビュー、引用者注)の中でのＰＳＡ（確

率論的安全評価、引用者注）は、どこかに持っていかれてしまった。

２巡目は、そもそも、そんなものがあるかどうかも分からなくなり、

私が、その評価をする役ではなくなってしまったので、ＰＳＡの結果

すらほとんど見たこともない。そういう意味で問題であり、２巡目か

ら、外部事象も入ったＰＳＡの結果を地震ＰＳＡの実施を要求できる

技術水準になったのに、保安院は事業者にも要求してないはずだ。」 

                （甲Ｂ１８３号証の１ １０頁）  

 

６ 規制行政庁の役割について  

（１）舘野証人の指摘  

   舘野証人は、原告ら代理人からの「この中で、経済産業省は規制行

政庁としての役割を果たしたんでしょうか」との質問に対し、「果たし

たとは言えないと思います。規制の中心にあったお二人はそういうふ

うに共通の認識を述べておられるので、シビアアクシデント対策等を

きちんととっていなかった」と指摘している（第１尋問調書９６頁）。 

   続けて、舘野証人は山形浩史氏の発言を取り上げている。  

（２）山形浩史氏の発言  

  ・「私が（電力会社に何かを）言ったときでも、ありとあらゆる場面で、
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彼ら（電力）は、嫌だ、嫌だというような話だったし、私が指針の見

直しだと言ったときも、ありとあらゆるところからプレッシャーを受

けた。」  

  ・「なぜアメリカはちゃんと電力会社が自分で勝手にやるのか、よくわ

からないが、残念ながら日本の場合は、お上が言わないと、やらない

みたいで、少なくともまずは第一歩で（規制）でやるしかないのかと

思う。」  

                        （甲Ｂ２４１号証） 

 

７ 被告国の責任の重大性  

 舘野証人は、意見書の結びの「国の責任の重大性」において、被告

東京電力の責任、被告国の責任それぞれについての考えを述べている。 

最後にその一部を引用する。  

（１）被告国の規制の甘さが対策を杜撰にしたこと  

 「営利目的の電力会社が安全よりも利益を優先する本質をもってい

ることは国も当然承知している。ところが、国は事業者まかせにした。

そればかりか、本件事故の最大の原因となった全交流電源喪失対策に

ついて、国が 1977 年安全設計審査指針で『短時間のみ考慮すればよい』

と規定をしたことを見直さなかったため、電力会社はこれをいいこと

に、ＳＢＯ対策に取り組む基本姿勢をもとうとしなかった。このこと

は、東京電力が、上記『福島原子力事故の総括および原子力安全改革

プラン』の 13 頁において、『日本では長時間の全電源喪失が発生する

確率が十分に低いという安全審査指針の考えにとらわれ、同様の事態

が自社プラントで生じた際の全電源喪失が発生する可能性について自

ら考え直してみるという姿勢が不足していた。』と言い訳をしているこ

とに端的に表れている。」 
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（２）安全に関する思考停止状態  

「西脇氏の論文によると、この台湾（引用者注・２００１年馬鞍山

原子力発電所）の事故について、『保安院は職員を派遣して調査を行っ

ている。この事故が我が国のＡＭに影響を及ぼすかという観点から、

保安院は同年７月に安全委員会に報告を行っており、我が国は外部電

源の信頼性が高く電力の号機間融通も行われていることから、台湾の

事故によってもＡＭ対策の見直しは必要ないとしている。』だったとい

う。安全に関する思考停止状態といわざるをえない。規制する側、監

督する側の行政庁がこのような姿勢で居続けたことは、無責任きわま

りない。」 

（３）国民の信頼への深刻な裏切り  

「ヨーロッパや米国では、事故の教訓に学んで、出来るだけ科学的

にシビアアクシデント対策を講じる努力を行ってきた。なぜならそれ

こそがシビアアクシデントを食い止める唯一の道だからである。わが

国でも、規制行政に係る一部の科学者からシビアアクシデント対策の

必要性を訴える声が存在した。しかしその声は政治優先・経済優先の

規制行政の中で弱々しく消えてしまった。  

国は、原発の危険性に関する科学的知見の上からも、又権限の上か

らも、事業者を指導してシビアアクシデント対策をはじめ、各種の安

全対策を取らせることができる立場にあった。少なくとも国民はそう

信じ、国の規制行政の下で、十分な対策が取られていると思っていた。

だからこそ今回の福島事故は国民の信頼への深刻な裏切りだったので

ある。」  

                              以上  

 


